
（様式１－３） 

岩沼市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 27年 6月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 47 事業名 千年希望の丘防災公園整備事業（農道機能回復） 事業番号 ◆D-22-3-2 

交付団体 市 事業実施主体（直接/間接） 岩沼市（直接） 

総交付対象事業費 151,128（千円） 全体事業費 151,128（千円） 

事業概要 

 千年希望の丘相野釜公園における南側の園路整備については、市道から県営岩沼海浜緑地（北ブロック）

の避難路まで約 830m の区間の農地を取得したうえで、築造を進め、平成 26 年に完了したところである。

当該地の西部境界から西の農地の耕作者については、農道幅が狭隘であることから、車両の交差が不可能

であったため、一部、国有林内の管理用道路を活用して農作業用車両等を循環させていたが、当該工事に

伴い循環ができなくなったこと及び一部農地が接道しなくなったことから、新たな循環用農道を整備する。 

＜整備内容＞ 

 整備地区：相野釜地区 

 農道 Ｗ＝4.0ｍ（有効 3.0m） Ｌ＝830ｍ 

 平成 26年度 測量・設計費 7,776千円 

平成 27年度 用地買収費 19,754千円、工事費 54,680千円 

 

【事業内容の変更（第 12回申請）】 

長谷釜地区の農地耕作者は、既存の農道や国有林内の管理用通路を利用して、農作業機械を循環させて

いたが、千年希望の丘長谷釜公園の整備により、園路西側の一部農地が接道しなくなることから、新たな

循環用農道を整備するもの。 

＜整備内容＞ 

 整備地区：長谷釜地区 

農道 Ｗ＝4.0m（有効 3.0ｍ） Ｌ＝1000ｍ 全体事業費 68,918千円 

・測量・設計費 13,619千円 

  ・用地買収費  19,670千円（@2810円×1000m×7m） 

  ・工事費    35,629千円  

 

当面の事業概要 

＜平成 26年度＞ 

・調査・測量・設計の実施 

＜平成 27年度＞ 

・用地取得及び工事の実施 

【第 12回申請分（平成 27年度）】 

 測量設計費 13,619千円、用地買収費 19,670千円、工事費 35,629千円 

 

東日本大震災の被害との関係 

 東日本大震災に伴う被害状況等を勘案して同程度の津波が生じた際に、沿岸部から内陸への避難が困難

であった者が一次避難場所として活用する丘を整備するとともに、必要な園路及び広場等の整備を行うこ

ととしているが、整備に伴う、周辺農地耕作者に対して、農道の機能回復が必要である。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 



事業番号 D-22-3 

事業名 千年希望の丘防災公園整備事業（整備事業） 

交付団体 岩沼市 

基幹事業との関連性 

 公園整備に伴い接道しなくなった農地への循環用農道を整備することにより、農業車両の安全な通行が

可能となるとともに、周辺農地耕作者の避難丘への円滑な誘導を図る。 

 

  



（様式１－３） 

岩沼市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 27年 6月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 48 事業名 西原地区被災市街地復興土地区画整理事業 事業番号 D-17-1 

交付団体 市 事業実施主体（直接/間接） 岩沼市（直接） 

総交付対象事業費 263,547（千円） 全体事業費 325,280（千円） 

事業概要 

 本地区は、仙台空港の南方約 1 ㎞、仙台空港臨空矢野目工業団地の東部に位置するとともに、第二種災

害危険区域に指定されており、防災集団移転事業によって居住者の集団移転を実施している地区である。

また、岩沼市震災復興計画マスタープランにおいては、「産業の復興と新産業の創出」を基本方針として、

企業誘致を含めた工業団地の再建と産業の復興を図るゾーンとして位置づけられている。 

 本事業では、今後更なる復興の推進を図るため、被災地権者の現地再建及び市が保有する移転跡地等の

集約と活用を図り、産業集積地区として良好な市街地整備を行うことを目的とする。 

（地区名：岩沼市西原地区、施工面積：5.6ha） 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 27年度＞ 

実施設計・換地設計、工事（準備工・防災工、道路整備、排水・調整池整備、公園整備、供給処理施設整

備、宅地整地）、進出企業の公募、市有地等の入札・売買契約 

＜平成 28年度以降＞ 

工事（道路整備、宅地整地）、進出企業の公募、市有地等の入札・売買契約、出来形測量・換地計画・換地

処分・登記、土地の引き渡し、企業の建築工事 

東日本大震災の被害との関係 

 

被災前の状況 被災の状況 

人口：92人 

施行地区含む字西原地区内人口 

死者 8人 

行方不明者 0人 

戸数：25戸 全壊戸数 25戸 

半壊戸数 0戸 

地区面積：5.6ha 浸水面積 5.6ha 

 市の北東部、仙台空港に近接する西原地区は、東日本大震災による津波により大きな被害を受け、防災

集団移転促進事業により住民は全て移転した。移転元地の宅地等は市が買い取りを行っている。本地区は、

市街化区域（工業地域）内に位置しているが、震災前より居住用地、農地、企業用地が混在した土地利用

がなされており、防集事業対象外の企業等地権者は、現地での再建を希望している。 

※区域の被害状況も記載して下さい。 

関連する災害復旧事業の概要 

  

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


